
新技術・新工法活用促進支援実施要領
（目　的）

第１条　本要領は、県内の企業等が開発した「新技術・新工法」（以下、「新技術」という。）を積極的に活用ならびに普及させることにより、新技術の開発促進、公共工事の品質確保、コスト縮減等を図ることと併せ県内企業の支援を図ることを目的とする。
（定　義）

第２条　本要領において新技術とは、技術の成立性が技術を開発した企業等により実験等の方法で確認されており、実用化されている公共工事等に関する技術であって、当該技術の適用範囲において従来技術に比べ活用の効果が同程度以上の技術又は同程度以上と見込まれる技術とし、かつ新技術情報提供システム（New Technology Information System）(以下、「NETIS」という。)に評価情報又は申請情報として掲載されている技術とする。

「技術の成立性」とは、論理的な根拠があり、技術的な事項に係る性能、機能等が当該技術の目的や国が定める基準等を満足することをいう。

「実用化」とは、利用者の求めに応じて当該技術を提供可能な状態にあるものをいう。

「従来技術」とは公共工事等において標準的に使用され標準積算の対象となる技術等をいう。

「従来技術に比べて活用の効果が同程度」とは、技術的事項及び経済性等の事項のうち、一部の事項は従来技術より優れているが、総合的な効果では従来技術と同程度であることをいう。
　　なお、本要領において「県」とは熊本県をいう。

（対象技術）

第３条　本要領において対象とする新技術は前条に定義された新技術のうち、次の各号いずれかに該当するものとし、県土木部発注工事において使用可能な新技術とする。

（１）　県内に本社がある企業並びに県内の大学が開発した新技術　
（２）　県内の工場で製造している製品等
（新技術の区分・分野）

第４条　新技術の区分及び分野は以下とする。
（区分）工法、機械、材料、製品、その他
（分野）工程、品質・出来形、経済性、安全性、施工性、耐久性、環境、県産資材活用
（申請者）

第５条　本制度に登録申請することができる者は、次の各号すべてに該当する者とする。

（１）　新技術の技術開発者又は技術行使権原を有するもの
（２）　県内に本社、製造工場のいずれかかがある企業等の法人

（申請者の欠格要件）

第６条　次の各号に該当する者は登録申請できないものとする。なお、登録期間中においてもこれらに該当するに至った者も同様とする。

（１）　法律、法律に基づく命令、条例及び規則に違反した者
（２）　県から指名停止措置を受けている者又は県から不利益処分を受けている者
（３）　県税を滞納している者又は正当な理由なく県に対する債務を履行していない者

（新技術の登録申請手続）

第７条　登録申請のために必要な資料等（以下、「登録申請書類」という。）については、県ホームページに掲載する。

２　登録申請の受付は随時（土、日、祝祭日を除く）勤務時間内において行う。

３　受付は、土木部土木技術管理課で行う。

４　登録申請を行う者（以下、「申請者」という。）が提出する登録申請書類は、申請書、パンフレット等を印刷物で１部と電子媒体で１部とする。なお、登録申請書類は返却されない。

５　新技術の内容確認又は審査にあたり、申請者の負担による詳細な技術資料の提供、及び説明を依頼することがある。
６　登録申請書類の記載事項に不備がある場合、受付で申請書類は受理されないことがある。

（審　査）

第８条　登録申請された新技術の審査は、別途定める「新技術・新工法審査委員会」（以下、「委員会」という。）が行うものとする。
２　審査結果は『登録可』又は『登録不可』に区分するものとする。

３　前項により区分を行ったときは、申請者にその旨を速やかに通知するものとする。

４　審査は原則として上半期及び下半期それぞれ１回（年２回）開催する。
５　申請者は、受付・審査の結果に関して異議があるときは、委員会に対して、異議理由を明示した書面により異議申し立てを行うことができる。なお、同様の趣旨による再度の異議申し立ては受け付けない。
（活用・普及に向けた取組）

第９条　『登録可』に区分された新技術については登録情報として次の活用及び普及に向けた取組を行う。　　
１　活用に向けた取組

（１）　県土木部事業の実施にあたっては、登録情報を検索・閲覧することにより新技術の活用可能性を検討し、なかでもNETIS登録において評価技術区分が「設計比較対象技術」等有用な新技術については設計業務委託において工法検討を行う際に必ず比較検討工法に加えるものとする。
（２）　登録情報にある新技術を活用した場合には、監督員は活用結果を土木技術管理課に報告するものとする。

２　普及に向けた取組

（１）　登録情報を県ホームページに掲載する。

（２）　県が主催又は参加する研修会等において適宜、登録情報についての情報提供を行う。
（申請情報の登録・管理）

第１０条　申請情報の登録・管理は土木技術管理課が行う。

２　申請情報の登録は『登録可』に区分されたもの全てについて行う。

３　登録内容は申請書に記載された内容の範囲内とする。

４　審査後はすみやかに登録し、登録期間は原則として翌年度の４月１日からNETIS掲載が終了する当該年度末までとし、同一技術の再登録は認めない。改善技術でNETIS登録番号が新たに付与された技術についてはこの限りでない。

（登録情報の変更・更新）

第１１条　次の各号のいずれかに該当する場合は登録情報の変更・更新を実施する。なお、変更・更新内容については委員会が審査を行い、結果を申請者に通知する。
（１）　申請者から登録情報の変更・更新の申請があった場合（追加や訂正も含む）
（２）　申請者の変更の申請があった場合
申請者が当該技術の技術行使権原を有する者の場合であって、技術を開発した民間事業者等から当該技術の技術行使権原を有する者が変更となった旨の書面による通知があり、かつ新たな技術行使権原を有する者から申請者の変更の申し出があった場合は、委員会は技術行使権原を有する者の変更の事実を確認し、問題がないと判断したときは申請者の変更を行うものとする。

（３）　その他、委員会が必要と認める場合　　
なお、改善が行われた技術でNETIS登録番号が改めて付与された技術については変更・更新とは扱わない。
（登録の中止・削除）

第１２条　次のずれかに該当する場合、当該技術の登録情報の県ホームページへの掲載を中止又は削除する。ただし、申請者から登録再開の申し入れがあり、かつ登録を中止した事由が解消したことが明確に確認できた場合は、登録を再開する。

１　中止する場合　

（１）　登録情報の内容に虚偽・誇大表示若しくは他の技術の中傷表示が認められたとき又はその疑いがあるとき。
（２）　登録技術が他の技術の知的財産権などを侵害したと認められたとき又は疑いがあるとき。
（３）　登録情報に関して、法律基づく処罰等を受けたとき又は係争が生じたとき。
（４）　登録技術を適用した工事等で事故及び不具合などが生じた場合において、登録技術が原因であると認められるとき又はその疑いがあるとき。
（５）　申請者が本実施要領に違反したとき。
（６）　申請者が技術開発者の技術行使権原を有する者である場合、新技術についてそれを行使できる正当な権原を有していないこと又は技術行使権原を有する者が当該技術を開発した民間事業者等と円滑な連絡が取れなくなったことを委員会等が確認したとき。
（７）　登録申請書類に記載の連絡先で申請者と連絡がとれないことを委員会等が確認したとき。
（８）　NETIS掲載情報の提供が中止された場合。なお、NETIS掲載情報の提供が中止された場合には申請者は事務局に速やかにその旨を申し出なければならない。
（９）　その他、委員会が必要と認めたとき。
なお、上記とは別に機器のメンテナンス等の維持管理上の事由その他の事由により登録情報の全体又は一部の提供の中止を行うことがある。

２　削除する場合

（１）　申請者が書面にて登録情報の削除を申し出たとき。
（２）　NETIS掲載期間が終了したとき（当該年度末までは登録）。
（３）　前号（１）から（６）に該当する場合において、その事由の内容や事由が判明するに至った経緯等を総合的に勘案して、故意に基づくもの等悪質である場合又は重大であると委員会が判断したとき。
　　（４）　前号（７）に該当する場合において、登録申請書類に記載の連絡先で申請者と連絡がとれないことを事務局等が確認した日から６ヶ月以内に申請者から連絡先変更の申し出がなく、その後、登録申請書類記載の連絡先で申請者と連絡がとれないことを事務局が改めて確認したとき。
（５）　前号により当該技術の登録情報の掲載を中止してから、掲載の中止の状態が１年以上継続したとき。　
（６）　委員会が当該技術を標準的な技術と認めたとき。
（７）　NETIS掲載情報の提供が削除された場合。なお、NETIS掲載情報の提供が削除された場合には申請者は事務局に速やかにその旨を申し出なければならない。
（８）　第３条に該当しなくなった場合。なお第３条に該当しなくなった場合には申請者は事務局に速やかにその旨を申し出なければならない。

（９）　その他、委員会が必要と認めたとき。
　　

（登録情報の位置付け）

第１３条　登録情報については第１条の目的を達成する観点から原則として公開するものである。登録情報の位置付けは次の各号のとおりであり、公開に当たって明示するものとする。
（１）　登録情報は、当該技術に関する証明、認証その他何ら技術の裏付けを行うものではなく、新技術活用への参考情報であること。
（２）　登録情報はその内容について熊本県が評価等を行っているものではないこと。また、登録情報の県ホームページ掲載に伴う苦情、紛争等への対応は申請者が行うものであり、熊本県は何らの責任も有しないこと。

（３）　申請者は新技術の実施にあたり発注者、又は施工者から安全な施工及び品質の確保等に関する協力の依頼を受けた場合は、新技術に係る技術情報の提供、施工等に係る助言、或いは技術者の派遣による指導等の協力を無償で行わなければならない。

（４）　申請者は、県土木部で発注する工事で、新技術の活用等により不具合等が生じた場合は、申請者の負担により不具合等の修復を行わなければならない。

（５）　申請者は、県土木部で発注する工事で、新技術の活用の中で前項の修復ができなかった場合は、申請者の負担により発注者又は当該工事の施工者が指示する方法で修復を行わなければならない。
（６）　申請者は県土木部が発注する工事で新技術の活用等により生じる一般的損害、第三者に及ぼした損害及び瑕疵担保に係る責任を負うものとする。
（７）　県土木部が発注する工事において採用する工法等については品質・経済性・施工性等を総合的に判断し決定するため、登録情報である新技術を優先的に使用するものではないこと。
（申請者の責務）

第１４条　申請者が登録申請書類を提出した時点で本要領に同意したものとみなす。
（事務局）

第１５条　事務局は、土木部土木技術管理課に置く。

（その他）

第１６条　県は申請者に対する事前の通知をすることなく、本要領を改定できる。本要領の改定が公表された後に登録申請が行われた場合は、申請者は改定後の要領に同意したものとみなす。また、改定に伴い改定後の要領の適用を申請者に要請する場合がある。

附則

（施行期日）

第１条　本要領は、平成２３年４月１日から施行する

（既存の新技術・新工法活用システム実施要領（以下、「旧要領」という。）の取扱い）

第２条　旧要領の取扱いについては次のとおりとする。

１　登録情報の取扱い

旧要領における登録情報はそのまま本要領に移行する。

２　旧要領における登録情報の本要領における登録期間
本要領における登録期間は旧要領において登録した日の翌年度の４月１日から起算して５年を経過した日までとする。
「旧要領に登録した日」とは以下のとおりとする。
（１）　平成１７年度以降、本要領の施行日の前日までに旧要領のデータベースに登録された日
（２）　旧要領におけるデータベースの登録情報が変更された場合、変更を反映した日の翌年度の４月１日から起算して５年を経過した日までに変更されるものとし、同一技術に対する掲載期限は、当初に旧要領のデータベースに登録した日の翌年度の４月１日から起算して１０年を経過した日までを限度とする。なお、同一技術について、再申請登録は認めないものとする。

３　旧要領において手続途中の事務処理
　　　平成２３年４月１日以降は本要領を適用する。
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